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お問い合わせ先

京都府中小企業技術センター けいはんな分室　TEL：0774-95-5050  FAX：0774-66-7546  E-mail：keihanna@kptc.jp

けいはんな技術交流会Ⅱ
～大規模災害に対する強靱でしなやかな社会を目指して～

　京都府中小企業技術センターでは、トレンド情報や中小企業支
援について、産学公の関係者が情報交換、意見交換を行うため、け
いはんな技術交流会を開催しています。
　平成２９年３月１０日(金)には、けいはんなオープンイノベーショ
ンセンターにおいて、「大規模災害に対する強靱でしなやかな社
会を目指して」をテーマに開催しました。年度末近くの多忙な時期
にもかかわらず３９名の方に参加いただきました。
　過去５～６年の間に、東日本大震災をはじめ、熊本地震、鳥取県
中部地震など複数の巨大地震が発生している一方で、高度経済成
長時に建設したインフラが更新時期を迎えています。災害に強い
インフラの更新は、大きな社会的課題となっています。
　これらの課題に対し、最新の免震・制震技術の活用や人口減少
社会を迎え公共施設建設費用の捻出に苦労している自治体など
の公共施設整備に当たり、PPP（官民パートナーシップ）などの新
たな施設マネジメントのノウハウを活用し、インフラや公共施設等
をどう更新、維持管理していくのかについて今回の技術交流会で
考えてみました。
　また、講演会終了後、参加者による情報交換や名刺交換等の
ネットワーキングが行われました。

 1．講演

　国土強靱化とは、強さとしなやかさを備えた経済社会システム
を平時から構築しておくという考えです。（中央防災会議が平成２０
年初頭に想定した、首都圏直下型地震も当時の首都圏（全国）の耐
震化率を89%(79%)から100%にすると被害の9割が削減できる
と推定されています。）
　また、この平時の強靱な社会経済システムの構築は、国家的な
課題であるとともに、地域や企業の課題でもあり、大きなビジネ
スチャンスでもあります。現在国土強靱化計画を国、都道府県、市
町村レベルで作成する一方で、民間の投資を促進するために民

間の強靱化市場規模を内閣府が推計したところ2020年の国土
強靱化に直接資すると考えられる財・サービスの個別市場（コア
市場）だけで、実質11.8兆円から13.5兆円の規模になると試算
されています。
　他方、企業・団体等を含めた社会全体の強靱化を図るため企業
の事業継続も不可欠であり、内閣官房では、これを推進するために
国土強靱化貢献団体認証制度を設け推進に取り組んでいることな
どを紹介いただきました。

　病院や災害時に防災拠点となる公共建築物などは、高い耐震性
能が求められ、特別な免震措置が講じられています。これらの「免
震建物」は、全国に約8,600棟あると言われていますが、近年発生
した熊本地震などの巨大地震にも適切に対応できるようにするた
めには、更なる免震技術の開発と新技術の導入が必要となります。
これまでの技術では、免震装置が様々な規模の地震に対応できて
いない、地震の規模などにより性能が低下するなどの課題があり、
また、免震技術を施していない擁壁に建物が衝突する可能性があ
るなど様々な課題もありました。これらの課題解決のため、従前の
地震エネルギーを吸収するデバイスであるダンパーを改良し、低
コストで多様な地震の規模にも対応が可能な「オン・オフダンパー」
を開発するなど課題解決に向けた装置やしくみづくりなどの研究・
開発の取り組みを紹介いただきました。

　阪神淡路大震災では、25万戸の住宅が全壊や半壊するなど大
きな建物の被害が生じました。阪神地区の同社の約3万棟の住宅
は、全壊・半壊しませんでしたが、大地震の衝撃に耐えた後に、更に

次に来る大地震にも耐えられる強い住まいを提供するため、制震
システム開発に着手し、制震ダンパーを使用したフレームの
SHEQAS（シーカス）を開発されました。SHEQAS（シーカス）は、地
震による建物の変形を１／２に低減し、建物被害を軽減するととも
に、コア技術の高減衰ゴムを使用した粘弾性ダンパーは、揺れが収
まると元に戻るため熊本地震のような余震が連続しておきる場合
にも有効です。また、粘弾性ダンパーの長期耐久性についても研
究を続けられていることなどについても紹介いただきました。

　国土強靱化を推進するに当たり、自治体が担う役割も少なくあ
りません。高度経済成長時に建設された公共施設で、災害時に防
災拠点にもなる多くの施設が今後、更新時期を迎えます。他方、少
子高齢化や人口減少社会を迎え、公共施設の更新や維持管理費用
を自治体だけで捻出することが困難となってきています。このよう
な中で、公共施設の建設や維持管理を民間の知恵や資金をいただ
きながら公民連携で進めるマネジメントシステムが注目されてい
ます。このような手法としてPFIやPPPといった手法が知られていま
すが、このような手法を用いた公民連携による施設整備により、安
全な施設更新や持続可能な施設の維持管理だけでなく、まちづく
りにも寄与した岩手県紫波町の公共施設整備事例等を紹介いただ
きました。

２．意見交換・交流

【アンケート結果】
　交流会の内容に大変満足した、概ね満足したを合わせると
94.45%となり、多くの方に満足していただきました。アンケート結
果では、
●専門外の内容の講演だったが、理解容易な説明をして頂けた。
●業務に直接関する話題が多く、テーマが産学官によるところが
良かった。
●災害に対する民間市場の取り組み活用および公民連携について
のノウハウが得られた。
●今後の災害対応への役立つ技術を知ることができ、よかった。
●3.11の前日というタイミングはインパクトがあって、参加意欲を
かきたてられた。
●それぞれの立場の方から最新の情報を聞くことができ参考に
なった。
●近い将来の地震を含む大災害に対する予防意識を大いに高め
てくれたテーマであった。
　などの意見が寄せられました。

【終わりに】
　今回の技術交流会は、東日本大震災が発生した3月11日にちな
み3月10日に開催しました。東日本大震災から早６年が経過しまし
たが、その後も各地で地震が続いています。大規模地震に関連し、
国土強靱化をメインテーマとしたところ、年度末にもかかわらず多
くの方にご参加いただきました。
　国土強靱化という国家的な課題の全体像や国の取り組みをはじ
め、免震、制震の技術シーズや公民が連携したインフラ整備や維持
管理マネジメントの取り組みなど多角的な視点からこの課題解決
に向け、フロアとの意見交換も行いながら熱心に聴講いただきま
した。
　また、今回の交流会では、内閣官房国土強靭化推進室や様々な
関係機関に御協力いただきました。また、当センターの他に公益財
団法人京都産業２１や公益財団法人関西文化学術研究都市推進機
構をはじめ、京都大学、大阪大学、神戸大学で若手研究者育成を
行っている京阪神次世代グローバル研究リーダー育成コンソーシ
アム（K-CONNEX）等とも共催するなど新たに連携することができ
ました。
　けいはんな技術交流会では、今後も、トレンド情報やビジネスに
結びつく可能性のある社会的課題などについて企業の皆様と情報
共有し、中小企業の皆様と支援機関がオープンな場で意見を交換
する仕組みやしかけづくりに取り組んでまいります。
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